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目　　的
この規程は、正社員の休職に関する事項を定めたものである。

休　　職
1. [bookmark: _Ref272311194]正社員が次の各号の一に該当するときは、休職を発令することができる。
1. [bookmark: _Ref272311200]私傷病による欠勤が歴月1ヶ月（年次有給休暇の日数を含む）を超えたとき
1 私傷病による欠勤が1週間以上になる見込みの疾病で、本人が申請したとき
2 [bookmark: _Ref272311215]メンタルヘルス疾患または身体の衰弱などにより勤務に支障があるとき
3 [bookmark: _Ref272311243]自己の都合により、休職を願い出て会社がこれを承認したとき
4 刑事事件で逮捕、送検若しくは起訴され、会社業務に支障をきたすとき
5 公職に就任し、会社業務に専任できないとき
6 [bookmark: _Ref272311249]前号の他、特別な事情があり休職させることが適当と認められるとき
会社は休職する必要があるかどうかの判断をするために、正社員に会社指定の医師への検診を命ずることがある。正社員は正当な理由なくこれを拒否することはできない。
休職の発令は、本人への通知をもって行う。本人が出勤しないとき、又は居所が不明のときは、会社へ届け出ている住所若しくは居所への送達並びに社内掲示をもって、通知したものとみなす。
休職期間中の賃金は、原則として無給とする。ただし、会社が特別に認めた場合は、有給とする場合がある。

休職期間、休職期間の延長
1. 休職期間は次のとおりとする。
1. 前条第1項第①号から第③号のとき
発令した日から2ヶ月を限度として会社が指定した期間。ただし、会社が認めたときは会社が認めた期間延長することある。
8 前条第1項第④号から第⑦号のとき
発令した日から会社が指定した期間。ただし、会社が認めたときは会社が認めた期間延長することある。
会社は、病状の経過の聴取、業務連絡その他の事由により出社を命ずることができる。ただし、この出社は勤務とみなさない。
復職後1年以内に、同一の事由により休職をする場合は前後の休職期間を通算するものとする。この場合、休職の通算期間の限度は、2ヶ月とする。ただし、会社が認めたときは、会社が認めた期間延長することがある。なお前後の傷病がメンタルヘルス疾患の場合は、同一傷病名でなくとも同一の事由として扱うものとする。
前号の取扱いは、休職期間の残存を残したままで復職を果たした者に対しての処置であり、復職期間満了時に復職を果たした者と比べると、前文の者との不公平が生じてしまう。そこで復職期間満了時に復職を果たした者が復職後1年以内に、同一の事由により休職をする場合の休職期間の限度は1ヶ月間とする。ただし、会社が認めたときは、会社が認めた期間延長することがある。なおこの場合でも前後の傷病がメンタルヘルス疾患の場合は、同一傷病名でなくとも同一の事由として扱うものとする規定は同じく適用する。
休職期間中は、治療に専念しなければならない。他の会社等において就労したり、治療と関連性のないことを行ってはならない。

復職及び退職
1. 第2条第1項第①号から第③号の休職期間中に休職の事由がなくなったとして申し出があったとき（この場合正社員は、休職期間満了の1週間前までに復職可能とする医師の診断書を会社に提出するものとする。その診断書を判断材料の一つとして会社は復職の可否を判断する。そのため、会社担当者の主治医への面談には正社員は協力するものとする。また主治医が復職可能との診断を下したとしても、会社の判断で復職が認められない場合もある）、若しくは休職期間の満了日において労働することができると会社が認めたときは、会社が指定した日から復職させる。いずれの場合も会社は、会社指定の医師による検診を命ずることがある。
[bookmark: _GoBack]第2条第1項第④号から第⑦号の休職期間が満了したときは、満了日の翌日から復帰させる。
休職期間の満了日において、労働することができないと認めたときは退職（休職期間満了による自然退職）となる。当初の休職満了日までに判断ができないときは、必要な期間休職の延長（再延長を含む）を命ずることができ、その結果労働することができないと認めたときは延長した最終日をもって休職期間の満了とする。
休職原因がメンタルヘルス疾患の場合は、治癒の判断が困難なことが多々あるため、休職期間満了時に本人が復職を希望していて、会社が復職の可否を決めかねる場合は、｢経過観察期間｣を設ける場合がある。この期間は1ヶ月間とし、当該経過観察期間中は、勤務を認めつつも正式復職ではなく、当該期間の勤務状況を受けて正式復職を判断するものとする。経過観察期間は、規定上休職期間の延長として取り扱うため、当該期間満了後、正式復職が困難であると会社が判断した場合は退職（休職期間満了による自然退職）となる。
復職に当たっては、会社の経営状況、職場の都合、又は心身の状況などにより、元の職場（職務）以外の職場（職務）、軽易な職種・職場・職務、若しくは他の部署（転勤・出向を含む）へ復帰させることがある。この場合、職種・職務等に応じた賃金、勤務時間その他の労働条件を変更することがある。



（附　　則）
1. 本規則は、平成　　　年　　　月　　日から施行する。


